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新春社会保障学習決起集会 

社会保障と2022春闘を結ぶ 

 新春社会保障学習決起集会を開催 

会場及びWebにより75人以上が参加 

  埼玉社保協が主催する 2022 年新春社会保障学習決起集

会が1月26日にさいたま市文化センターを会場に開催され

コロナ禍にあって、多くの方は Web を利用され全体で 75

人以上の方が参加されました。 

 昨年は、新型コロナウイルスの感染拡大を考慮して中止

しましたが、今回はオミクロン株による感染急拡大してい

た中でしたがWebの利用を基本とすることで開催する事に

しました。

講演され

た渡辺治

氏も会場

からでは

なく Web

で行って

いただき

ました。 

 集会は、

冒頭開会

挨拶を柴田泰彦会長が行い「解散・総選挙の結果、岸田政

権が誕生したが安倍・菅政治を引継ぐ危険な内閣だ。参議

院選挙を見すえて、当面の春闘と社会保障拡充の運動をす

すめよう」と呼びかけました。そして、事務局長の川嶋か

ら「当面の春の運動のよびかけ」を行い、4 団体から当面

の行動に対する決意表明が行われました。 

 埼玉医労連書記長藤田省吾氏 

 埼商連事務局前田功氏 

 埼玉県保育問題協議会事務局次長金子貴美子氏 

 埼玉県保険医協会理事長山崎利彦氏 

 

■行動提起 

１．春闘に合流し「いのちと暮らし守れ」の声を全世代

にひろげよう  

２．憲法守れ！岸田政権ＮＯ！の大きな世論を 地域か

ら国会へ  

３．各分野の運動を前進させ2022年度自治体要請キャラ

バンを成功させよう 

 

 岸田政権と今後の政治情勢の展望 

 安倍・菅政権の 9 年間と岸田政権の狙い

を解明し、運動の課題を提起！   

   【講演の要旨】 

 

 講演は先の総選挙は安倍・菅

政権の 9 年間の政治に対して、

これを継続するのか転換なのか

が問われた選挙であったと指摘

し、岸田政権が今後どのような

政治を行うのかを解明する事で、

私たちの運動の課題は何かを語っていただきました。 

 まず9年間の安倍・菅政治の特徴は「３つの悪政」で

あり、岸田政権はその継続を狙った事は明らかでした。 

 「３つの悪政」の第一は、コロナ禍で矛盾が噴き出し

た新自由主義政治です。これまでの日本での新自由主義

はアベノミクスとして展開してきました。大企業に競争

力をつけ、その発展によって経済を成長させるという方

法です。その逆は、国民のふところを豊かにし、購買力

をつけて経済を成長させる方法です。 

 新自由主義には「３つの手口」があり、一つ目は労働

者の賃金の削減、二つ目は大企業の税金軽減、三つ目は

規制緩和です。労働者の賃金の削減は、正社員をリスト

ラし、非正規労働者を拡大することによって実現してき

ました。大企業に対する税金削減は、もうけにならない

社会保障など財政全体を削減し、国民からは消費税を増

税することによって実現しています。規制緩和は、大企

業への規制や中小企業への保護をなくしています。 

 こうした新自由主義の手口を最初にやったのが小泉

政権であり、あまりにも新自由主義の矛盾が爆発したた

め、民主党政権に転換されますが、ところが民主党政権

も新自由主義に戻ってしまいます。第２次安倍政権にな

ると、一度怒りをなだめてから新自由主義の政策が継続

されました。 

 第２次安倍政権が行なったのは、第一に地域医療構想

によるベッドの削減です。これは医療費削減のため、入

院医療を減らすために行なわれています。特に、高度急

性期病棟、ICU、感染症病床など、お金がかかるベッド

が減らされました。2025年までに20万床減らすことを

目標とし、そのための補助金も出しています。コロナ禍
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で医療が逼迫しているにも関わらず、病棟削減はやめて

いません。 

 第二に、「地方創生」という名での自治体のリストラ

です。国が地方への財政支出を減らし、そのために自治

体は公務員を減らさなければならず、最初に社会保障関

連、次に災害対応の分野で人員が減らされました。狙わ

れたのは保健所で、全国で半減し、保健師も削減されま

した。新型コロナウイルスが拡大している今、ＰＣＲ検

査が増えないのは、保健所の人員不足と非正規労働者の

投入のためです。 

 第三に、非正規化、雇用破壊です。合わせて失業給付

や生活保護も削減されました。小泉政権は500万人のリ

ストラを行ない、非正規労働者へ転換し、雇用保険を改

悪したため、反貧困運動が起こり、民主党政権が誕生し

ました。第２次安倍政権は、「働き方改革」として非正

規労働者を拡大し、「雇用によらない働き方」としてフ

リーランスや個人請負を拡大しました。さらに、コロナ

禍による雇用調整で大量の失業、大量の雇い止めが発生

しましたが、休業手当を受けられなかったり失業給付を

受けられなかったりしました。なおドイツやイギリスな

どでは、大量失業が出ても社会保障でカバーするなど日

本とは大きな違いです。 

 第四に、日本の大企業のための規制緩和と、それと引

き換えに中国などとの輸入自由化が行なわれています。

そのため、中国からの輸入が止まると日本ではマスク不

足になり、国内産業の衰退のために国産ワクチンも開発

できていません。コロナ禍で新自由主義の問題が露呈し

たということです。安倍首相が退任し、菅政権では特例

給付は行ないましたが新自由主義は変えず、病床削減は

継続し、補助金を使って 2020年度分は 2,400床以上を

削減しました。「全世代型社会保障改革」も継続しまし

た。これは、「全世代」と言いますが高齢者の制度改悪

です。岸田政権はどうか、新自由主義の拡大・強化につ

いては「新しい資本主義」と言いますが、賃金引上げな

どの大規模な財政出動を行なった後、新自由主義の拡

大・強化を行なう方針であることは明らかです。 

 「３つの悪政」の第二は、日米軍事同盟の強化と憲法

９条の破壊です。 

 安倍政権の「戦争する国づくり」は、2014 年に憲法

解釈を変更し、集団的自衛権の行使容認を行なうことか

ら始まりました。これは、日本の自衛隊は軍隊ではない

という説明をひっくり返すものであり、日本の安全に深

刻な影響を与える場合、アメリカの戦争に加担すること

を可能にしました。2015 年には、安保法制でそのこと

を法制化しました。2017 年５月３日の憲法記念日の集

会では、自民党の改憲４項目提言を行ないました。自民

党の改憲４項目とは、自衛隊を憲法に明記すること、緊

急事態条項の新設、合区の解消、教育の充実です。一方

世界に目を向けると、冷戦の終結後の社会主義国崩壊に

よって新しい市場が開放され、中国が資本主義化し、イ

ンドの市場も開放されたため、アメリカの世界戦略が転

換されました。市場の維持、拡大のために、ならず者国

家やテロリストからの防衛を行なう、世界の自由市場の

警察の役割を果たすことになったのです。この間に中国

が経済発展と武力拡大により、アメリカの覇権に対抗す

るという重大事態に陥りました。アメリカの覇権主義は

自由な市場の拡大が目的であり、中国の覇権主義は政治

的な目的での投資、経済支援であるという違いがありま

す。トランプ政権は中国と全面対決していましたが、バ

イデン政権は覇権主義を継続し、アメリカの権利を拡大

するため、軍事同盟を拡大して対中国包囲網とし、日米

軍事同盟によって日本を対中国の最前線にしようとし

ています。 

 「３つの悪政」の第三は、「官邸主導」と称する強権

政治と民主主義破壊です。 

 モリ、カケ、サクラ、学術会議会員の任命拒否問題な

どについて、岸田首相は幕引きをはかろうとしています。 

 最後に、私たちの運動の課題としては、改憲阻止と新

自由主義の政治転換が重要だと指摘しました。国会の情

勢変化により、市民の役割が大きくなっています。維新

は小泉型の新自由主義改革が特徴です。立憲野党を励ま

す市民の行動が重要です。また、市民と野党の共闘の役

割が大きいと指摘しました。また、改憲の中身に踏み込

んだ学習が重要であり、改憲４項目の危険性を知らせる

必要があると指摘しました。国民に改憲案の危険を訴え、

共闘攻撃への反論をする必要があります。９条破壊と軍

事同盟強化では日本とアジアの平和は実現できません。

立憲民主党と日本共産党は大きな点では一致しており、

どこまで進むかの違いがあるだけだと指摘しました。平

和は安保法制廃止、辺野古新基地建設阻止からだと述べ

ました。コロナ問題では新自由主義の転換が必要であり、

病床削減、７５歳以上の医療費窓口負担２割化などを止

めさせなければならないと述べました。自民党は共闘に

危機感を持ち、今後も攻撃を強めて来るでしょう。逆流

やジグザグは起きるでしょう。しかし、自公政権を変え

るには共闘しかありません。政権を目指す第２ラウンド

が始まります。当面の焦点は岸田政権による改憲、新自

由主義政治に共闘で立ち向かうことです。改めて市民と

野党の共闘の重要性を確認し、地域から中央を包囲して

共闘を強化するべきであり、春闘から参議院選挙へ向け

ての運動が重要だと指摘しました。                          

(埼玉県民主医機関労働組合 小野 民外里) 
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いのち署名宣伝行動   浦和駅 

1月28日(金)に浦和駅でいのち署名宣伝行動を行いま

した。６団体８人が参加しました。 

 
 

 

31日、県国保運営協議会で本算定公表 

 納付金、前年比1.44％引上げ 

 保険税必要額は、前年より6,134円引上げ  

全市町村が増 

 1月31日に埼玉会館で2021年度第3回県国保運営協議会

が開かれ、2022 年度の市町村が埼玉県へ納める納付金額が

公表されました。納付金総額は1915億3663万2162円で前年

比101.44％、27億1675万8168円増となりました。 

 国保財政への前期高齢者交付金が前年より1人当り6,004円

減額となり、一方で支出は保険給付費が1人当り4,246円増額

となる見込みとしています。秋の試算からは納付金は 0.26％

減額となっています。 

 後期高齢者へ移行するなど、国保世帯が減少しています。コ

ロナ禍であっても医療費の増加を見込んでいる事から、市町

村においては慎重に検討する必要があると思われます。 

 なお、県内 7 自治体が前年より納付金は減額となっていま

す。東松山市、蕨市、戸田市、三郷市、三芳町、小鹿野町、宮

代町です。ところが、国や県は法定外繰入の解消を強く求め

ており、その結果全額された7自治体であっても法定外繰入を

減額し保険税の値上げを検討せざるを得ない事態に陥ってい

ます。 

 市町村に対する激励を含めた地域からの要請が求められて

います。 

 

国会行動埼玉デー 

1月26日(水)、国会行動埼玉デーが行われ、5団体8

人が参加しました。 

 

 

 

 昨年 11月 24日に、埼玉土建 50周年記念式典（労組

50年、国保設立50年、どけん共済会20年）を総勢254

人の参加で開催しました。当日は、事前に参加者全員が

抗原検査を行ない、コロナ感染対策をガイドラインにそ

って安全・安心の式典となりました。 

冒頭の児玉副委員長は、初代足立中央執行委員長の創

立時のあいさつを紹介しました。「埼玉土建の組織なく

して建設職人の歴史、埼玉県の労働運動を語ることがで

きないような強固な労働組合をつくりあげたい。荒川の

ように、団結と統一の力で、私たちの要求を阻むもの、

平和にいどむものを押し流していきましょう」そして、

第４波、第５波と続く、未曽有のコロナ禍のなかでも、

困難を乗り越えられたのは、50 年のたたかいの蓄積と

仲間を信頼しともに歩んできた歴史があったからこそ」

と力強い主催者あいさつではじまりました。 

 式典では、島野書記長から「埼玉土建 50 年のあゆみ

（記念誌）」の紹介、50 年に渡る仲間の奮闘に対して、

総勢71人の表彰、そして、どけん共済会のお楽しみ「20

周年記念大抽選会」でにぎわい、最後に平賀副委員長の

「半世紀のたたかいに誇りと確信を持ち、記念式典を機

に、気持ちをあらたにして、７万人の仲間とともに、大

きな一歩を踏み出していきたい」のあいさつで幕を閉じ

ました。 

参加された来賓のみなさん、歴代の役員のみなさんか

らは、コロナ禍で仲間が集うことが厳しい中、感染予防

対策をしてよく開催をしてくれた。「記念誌」や「埼玉

土建初めて物語（漫画）」もよくできている。などの感

想が寄せられました。 

埼玉土建では、11月12日は、仲間が集めた「県民の

いのちを守る３つの署名」（①埼玉土建国保への補助金

の増額、②次の感染拡大に備え、PCR検査をいつでもど

こでも無料で受けられるように、③公的・公立病院の統

廃合中止）２万筆の署名をもって、副知事と懇談をおこ

ない前向きな回答をいただきました。そして、県は 12

月8日に「新型コロナウイルス感染拡大防止と社会経済

活動の両立を図るため」にPCR検査を無料で実施するこ

とを決めました（県民 271 万人分、210 億円の予算）。

仲間の声を署名として直接届けられたことと情勢を見

据えた運動として訴えてきたことが良かったと思いま

す。ただ、オミクロン株の流行で第６波の急速な感染拡

大が過去最高に到達、県民は、いち早く、無料でPCR検

査を受けるため、朝早くから『薬局』に並んでいますが、

キットの数が足りていなく希望する県民に行き届いて

いないのが現状です。PCR検査キット配布、検査体制を

十分にできるようなプランを同時に提案する必要性を

感じました。 

ひきつづき、コロナの収束に向けて、地域の諸団体と

他労組と共闘して社会保障を守る運動を前進させてい

きます。 

（埼玉土建一般労働組合 段 和志） 
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障埼連年末大学習会 

       

「まず皆さんに考えてい

ただきたい、最初に「二人

の女性の叫び」カムジとい

う女性とウィシュマさんと

いう女性。同じスリランカ

に生まれたスリランカ人で

同じ33歳。２人は故あってスリ

ランカを離れました。ウィシュ

マは日本に来た。カムジはノルウェーに行きました。ウ

ィシュマは、今年（２０２１年）３月名古屋の税関で一

人寂しく亡くなった。カムジは、３月に国会議員に立候

補するといって、半年後に国会議員になりました。この

天と地ほどの違いはどこから来ているのか。」から講演

が始まりました。 

何度もノルウェーに行った。なぜノルウェーか、新聞の記事が

きっかけだった。18人の大臣の中に女性の大臣が8人、40％が

女性。こういう国は制度が整っていると確信した。調べたが情報

がなかったので、行きました。「行った！見た！ビーックリしま

した。」首相が小児科のお医者さんで４人の子どもを育てたお母

さんだった。「エーッ！そういう人が国会議員になれるわけ？そ

ういう人が首相になれるんだ！」「すごい！保育園が整っている

んだろう。休みもウーンと取れるんだろう。きっと夫の方も家の

ことを半々 以上やっているに違いない。」「だってわかるじゃない

ですか。スーパーマンなんていないんですよ。スーパーウーマン

なんていないんですよ」こういう人ができるということは、制度

が整っているに違いないと。  

ノルウェーでは1960年代に女性の議員を増やさなければ…、

女性の抱える問題がいっぱいあります。教育の問題、法律の問題、

性の貧困からたくさんあるけれども、これを決めるのは法律。議

会だ、だから議会に女性を増やそうという運動を始めました。 

1971 年に「女のクーデター」と言われる運動が起きた。ここ

でこれまで殆ど使われていなかった制度を使って、超党派で女性

の議員を増やそうと運動を起こし、メデイアをアッと言わせた。

そして、全国に女性の議員が多数誕生したことによって、様々 な

制度と法律ができ、現在のような「公的な場」にはどちらかの性

が40％から60％の間にいることが必要だというボーダー制がで

きた。 

1980 年代になると、在住外国人に３年間住んでいたら選挙権

を与えることがきまった。それまで在住外国人はずっと運動をし

てきた。カムジは選挙権を持っていた。ウィシュマは３年以上住

んでいたが選挙権がなかった。  

2019年に行ったノルウェーの地方選挙の結果。オスロ（首都）

の選挙に行ってみた。北欧には、首長選挙がない。議員選挙をや

って一番多くの議員を獲得した会派から代表を選ぶ。おおざっぱ

にはそういうかたち。例外はあるが。オスロの市長＝女性。副市

長＝女性。スリランカからの移民のカムジ。2007 年に議員にな

った。そして、2019 年に副市長になった。環境問題の担当にな

った。オスロの女性議員の割合は49％になった。東京都は32％、

これは多い方です。県レベルの平均は、12％です。 

最後に質問に答えて「諦めず、言い続けること。運動を続ける

こと」が大切だと話しました。  

(障埼連 事務局長 若山 孝之) 

 

 

困りごとを抱えた市民が9組15人も 

年末恒例の「富士見市

なんでも相談会」が１

２月１9 日土曜日に鶴

瀬西交流センターで開

催されました。前回に

つづき新型コロナの影

響と日程や会場等の問

題もあり開催が困難な

状況もありましたが、こういう状況だから困っている市

民に応えようとの思いで開催するに至りました。 

会場が駅からも離れたこともあり、相談者がかなり減

るのではないかと心配されましたが、開催時刻の1時間

も前から相談者が集るなど、昨年より多い計９組 15 名

の相談者が訪れました。 

相談内容も多岐に    

相談内容も相続問題、土地建物

の問題、年金相談、生活相談、

高層マンション建設問題、通販

でのトラブルなど様々な内容で

した。相談者である弁護士、社

会保険労務士、行政書士などの各分野の専門家、市議会

議員のみなさんたちで丁寧に対応していただき、予定終

了時刻をかなりオーバーする状況でした。 

今まで容易に相談できなかった困りごとが、帰りがけ

に笑顔で「よかったです」とホットしたように話す相談

者の声で、実施して本当によかったと思いました。 

若者にも足を運んでもらえるよう    

今回もチラシの配布、宣伝カーの運行、各団体からの

呼びかけを行いました。相談者の多くは高齢者層ですが、

非正規雇用などで生活苦の悩みをかかえている若者た

ちにも足を運んでもらえるよう、私たちの側に工夫が求

められているのかもしれません。 

（入間東部労連副議長 児島 健作  

富士見市社保をよくする会ニュース1月№191より） 


